
27・12・17

歳入決算総額
380億8,167万円
（△3.0%）

市民１人当たりの額
323,628円

市　税
207億9,894万2千円
54.6％（4.0％）
176,755円都支出金

53億1,428万8千円
14.0％（11.3％）
45,162円

国庫支出金
52億4,095万5千円
13.8％（6.5％）
44,539円

市　債
3億790万円
0.8％（△87.5％）
2,617円

繰入金
10億6,903万6千円
2.8％（△15.7％）
9,085円

使用料及び手数料
8億3,777万7千円
2.2％（△5.7％）
7,120円

その他
13億9,271万2千円
3.6％（△19.6％）
11,835円

地方特例交付金
6,141万9千円
0.2％（△1.9％）
522円

分担金及び負担金
2億9,769万円
0.8％（3.2％）
2,530円

地方交付税
1億1,632万9千円
0.3％（△65.8％）

989円

繰越金
12億2,747万8千円
3.2%（△13.8%）
10,431円

地方消費税交付金
14億1,714万4千円
3.7％（30.2％）
12,043円

歳入歳出決算額
％は、歳入歳出決算総額に対する比率
（　）内は、前年度に対する増減率
市民１人当たりの額
人口117,671人（平成27年３月31日現在）

民生費
164億4,400万3千円
45.0％（△0.6％）
139,746円

衛生費
40億212万8千円
11.0％（3.0％）
34,011円

総務費
43億9,892万1千円
12.0％（△6.5％）
37,383円

公債費
29億3,874万4千円
8.1％（0.3％）
24,974円

教育費
35億7,935万7千円
9.8％（△14.0％）
30,419円

土木費
29億809万2千円
8.0％（△18.4％）
24,714円

消防費
14億9,951万7千円
4.1％（2.2％）
12,743円

その他
7億7,054万円
2.0％（△0.1％）
6,548円

扶助費
88億8,520万6千円
24.4％（6.1％）
75,509円

投資的経費
21億317万5千円
5.8％（△49.5％）
17,873円

物件費
65億380万8千円
17.8％（4.0％）
55,271円

人件費
60億7,077万3千円
16.6％（△3.6％）
51,591円

補助費等
41億7,914万3千円
11.5％（1.4％）
35,515円

繰出金
39億3,849万7千円
10.8％（6.7％）
33,470円

公債費
29億3,874万4千円
8.1％（0.3％）
24,974円

その他
18億3,878万1千円
5.0％（△14.7％）
15,628円

歳　入

歳　出

[図A］ 一般会計決算状況

目的別

歳出決算総額
365億4,130万2千円
（△3.9%）

市民１人当たりの額
310,538円

国で定めた基準（普通会計）で算出しているため、一般会計決算額とは異なります。
性質別（普通会計）：地方財政状況調査による

歳出決算総額
364億5,812万7千円
（△4.0%）

市民１人当たりの額
309,831円

多摩26市
平均 
91.1％

  （94.6%）

多摩類似団体
平均
91.0％

  （93.2%）

（％）

70.0
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78.0
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102.0
106.0

多摩市東久留米市国分寺市昭島市武蔵野市小金井市

［図Ｂ］経常収支比率（多摩類似団体との比較）

※　■ の（　）内は減収補てん債（特例分）および臨時財政対策債を
　経常一般財源等に加えない場合

（91.3）（91.3）91.391.3

（103.3）（103.3）

94.394.3（95.5）（95.5）93.793.7
（97.4）（97.4）
92.392.3

（84.7）（84.7）84.784.7

（95.4）（95.4）94.594.5

　

市
で
は
、
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
か

な
ど
、
財
政
に
関
す
る
事
項
の
ご
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め
、
定
期

的
（
年
２
回
）
に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
お
知
ら
せ
す
る
の
は
、
平
成　

年
度
の
決
算
概
要
お
よ
び
平
成　

２６

２７

年
度
上
半
期
（
４
月
１
日
〜
９
月　

日
）
の
状
況
で
す
。
（
８
〜　

面
に

３０

１０

も
掲
載
）

　
「
平
成　

年
度
小
金
井
市
一
般
会
計
・
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書
」

２６

（
１
部
３
千　

円
）
は
会
計
課
（
市
役
所
第
二
庁
舎
１
階
）
で
、
「
平
成

３００

　

年
度
主
要
な
施
策
の
成
果
に
関
す
る
説
明
書
・
基
金
の
運
用
状
況
に
関

２６す
る
調
書
」
（
１
部
千
円
）
は
、
財
政
課
で
販
売
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
決
算
書
等
は
、
図
書
館
本
館
お
よ
び
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
（
市

役
所
第
二
庁
舎
６
階
）
で
ご
覧
い
た
だ
け
る
ほ
か
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

も
公
開
し
て
い
ま
す
。

問
合
先　

財
政
課
財
政
係（
市
役
所
本
庁
舎
２
階
☎　

儿　

儿
９
８
０
２
）

０４２

３８７

【一般財源】
　市税、地方交付税など、使い道が制限されない収入
【経常一般財源等】
　一般財源のうち、毎年経常的に収入される財源、主
に地方税や地方譲与税
【形式収支】
　歳入決算総額から歳出決算総額を単純に差し引いた
額
【経常収支比率】
　市税など経常的に入ってくる収入が、義務的で固定
的に支出される経費（人件費、扶助費、公債費など）
にどれだけ使われているか示したもの
【実質収支】
　形式収支から、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引
いた額
【類似団体】
　都市の態様を決定する要素のうち、人口、産業構造
の類似した普通地方公共団体。多摩地区では、速報値
によると、武蔵野市、昭島市、国分寺市、東久留米市、
多摩市が本市の類似団体となります。
【投資的経費】
　普通建設事業費（道路の新設、学校の建設などの経
費）、失業対策事業費、災害復旧事業費をいいます。
【普通会計】
　総務省の基準による統計上の会計。他市との財政状
況の比較は、この会計の数値で行っています。
【一般会計】
　特別会計を含まないすべての歳入、歳出を経理する
会計
【地方財政状況調査】
　地方自治法等の規定に基づき、総務省が毎年定期的
に行う全国統一基準の普通会計決算の数値を用いた統
計調査。地方財政を分析・検討する基礎となります。

【用語説明】

平成26年度決算の概要

財政健全化を全力で進めます
 　

平
成　

年
度
は
、
歳
入
の
根
幹

２６

と
な
る
市
税
収
入
は
景
気
の
回
復

基
調
に
よ
り
増
と
な
っ
た
も
の

の
、
普
通
交
付
税
と
臨
時
財
政
対

策
債
発
行
可
能
額
の
減
少
に
よ

り
、
財
政
調
整
基
金
の
大
幅
な
取

り
崩
し
等
に
頼
っ
た
運
営
と
な

り
、
依
然
、
厳
し
い
財
政
状
況
が

続
い
て
い
ま
す
。
予
算
規
模
は
、

当
初
予
算　

億
５
千
万
円
に
９
回

３５１

の
補
正
予
算　

億
８
千　

万
５
千

２３

５８３

円
、
繰
越
事
業
費
繰
越
財
源
充
当

額　

万
５
千
円
を
加
え
、
総
額　

６６１

３７５

一
般
会
計

億
４
千　

万
円
で
し
た
。
こ
れ
に

２４５

対
す
る
決
算
額
は
、
歳
入
総
額
が

　

億
８
千　

万
円
で
前
年
度
対
比

３８０

１６７

３
・
０
％
の
減
、
歳
出
総
額
が　
３６５

億
４
千　

万
２
千
円
で
前
年
度
対

１３０

比
３
・
９
％
の
減
と
な
り
ま
し

た
。
形
式
収
支
は　

億
４
千　

万

１５

３６

８
千
円
で
、
地
域
活
性
化
・
地
域

住
民
生
活
等
緊
急
支
援
交
付
金
事

業
等　

件
に
よ
る
翌
年
度
へ
の
繰

１１

越
財
源
千　

万
２
千
円
を
差
し
引

９１６

い
た
実
質
収
支
は
、　

億
２
千　

１５

１２０

万
６
千
円
と
な
り
、
前
年
度
か
ら

３
億　

万
２
千
円
の
増
と
な
り
ま

３４

し
た
。
こ
の
結
果
、
実
質
収
支
比

率
は
７
・
３
％
と
な
り
、
前
年
度

か
ら
１
・
４
ポ
イ
ン
ト
の
増
と
な

り
ま
し
た
。

　

人
件
費
比
率
は　

・
６
％
で
、

１６

前
年
度
同
率
と
な
り
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
算
定
式
の
分
子
と
な
る
人

件
費
が
、
前
年
度
か
ら
２
億
２
千

万
円
の
減
、
ピ
ー
ク
時
の
平
成
７

年
度
か
ら
約　

億
円
の
減
と
な
り

４３

ま
し
た
が
、
分
母
と
な
る
歳
出
総

額
も
、
投
資
的
経
費
の
大
幅
な
減

に
よ
り
減
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。
（
図
Ａ
）

　

ま
た
、
経
常
収
支
比
率
は
、
前

年
度
の　

・
７
％
か
ら　

・
５
％

９６

９４

に
、
分
母
か
ら
特
例
債
を
除
い
た

場
合
で
は　

・
７
％
か
ら　

・
４

９９

９５

％
と
な
り
ま
し
た
。
算
定
式
の
分

母
と
な
る
経
常
一
般
財
源
等
は
、

地
方
税
や
地
方
消
費
税
交
付
金
の

増
等
に
よ
り
全
体
で
５
億
５
千
万

円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
分
子
と
な
る
経
常
経
費

に
充
当
す
る
一
般
財
源
は
、
人
件

費
は
減
と
な
っ
た
も
の
の
、
物
件

費
や
補
助
費
等
、
繰
出
金
の
増
等

に
よ
り
全
体
で
５
千　

万
円
増
と

７００

な
っ
た
結
果
、
２
・
２
ポ
イ
ン
ト

の
改
善
に
止
ま
り
ま
し
た
。
（
図

Ｂ
）

　

本
市
の
行
財
政
運
営
は
、
法
人

が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
景
気
回
復

に
よ
る
法
人
市
民
税
の
大
幅
増
収

が
見
込
め
ず
、
ま
た
、
個
人
市
民

税
収
の
増
加
も
こ
れ
以
上
見
込
め

な
い
状
況
に
加
え
、
歳
出
面
で
は

本
市
の
最
重
要
課
題
で
あ
る
ご
み

処
理
施
設
関
連
事
業
の
推
進
、
待

機
児
童
解
消
、
新
庁
舎
等
公
共
施

設
の
計
画
的
整
備
と
有
効
活
用
、

　

武
蔵
小
金
井
・
東
小
金
井
駅
の

ＪＲ周
辺
整
備
、
東
日
本
大
震
災
を
教

訓
と
し
た
減
災
対
策
等
、
多
額
の

財
源
を
必
要
と
す
る
重
要
課
題
が

山
積
し
て
お
り
、
さ
ら
に
社
会
保

障
関
連
経
費
の
自
然
増
が
続
く
な

か
で
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
へ
の
対
応

の
た
め
に
取
り
崩
す
こ
と
が
で
き

る
財
政
調
整
基
金
が
枯
渇
す
る
状

況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
危
機
的
な

財
源
不
足
が
依
然
と
し
て
続
い
て

い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
将
来

に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
か
つ
自
律

し
た
行
財
政
基
盤
の
確
立
を
図
っ

て
い
く
た
め
、
第
３
次
行
財
政
改

革
大
綱
を
強
力
に
推
し
進
め
る
と

と
も
に
第
三
者
に
よ
る
行
政
診
断

結
果
や
行
財
政
改
革
市
民
会
議
か

ら
の
「
答
申
」
を
真 
摯 
に
受
け
止

し

め
、
限
り
あ
る
行
政
経
営
資
源
の

最
大
限
の
活
用
を
基
本
と
し
、「
選

択
と
集
中
」
に
よ
る
全
庁
を
あ
げ

た
改
革
を
成
し
遂
げ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

　

市
民
の
皆
さ
ん
お
よ
び
市
議
会

と
と
も
に
、
そ
の
役
割
と
責
任
を

分
か
ち
合
い
、
第
４
次
基
本
構
想

の
将
来
像
「
み
ど
り
が
萌
え
る
・

子
ど
も
が
育
つ
・
き
ず
な
を
結
ぶ

小
金
井
市
」
の
実
現
に
努
め
て
ま

い
り
ま
す
。

 　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
、
下

水
道
事
業
特
別
会
計
、
介
護
保
険

特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特

別
会
計
の
４
つ
の
特
別
会
計
を
設

置
し
て
こ
れ
ら
の
経
理
を
明
確
に

し
て
い
ま
す
。
（
左
表
）

特
別
会
計

特別会計決算状況
形式収支歳出決算額歳入決算額最終予算額補正予算額当初予算額区　分

１６４,５３６１０,４９４,６１６１０,６５９,１５２１０,７７６,７０９２５４,４３９１０,５２２,２７０国 民 健 康 保 険

５６,３３１１,３６６,５２２１,４２２,８５３１,４２５,２８３△１０７,９９１１,５３３,２７４下 水 道 事 業

２９,８２５６,９２５,８２４６,９５５,６４９７,１９１,０８８△２６７,０４５７,４５８,１３３介 護 保 険

１５,８４３２,３８０,９６１２,３９６,８０４２,３９６,９７０△９,９８０２,４０６,９５０後期高齢者医療

２６６,５３５２１,１６７,９２３２１,４３４,４５８２１,７９０,０５０△１３０,５７７２１,９２０,６２７合　　計

（単位：千円）

持持続続可可能能なな行行財財政政基基盤盤のの確確立立にに向向けけてて持続可能な行財政基盤の確立に向け持続可能な行財政基盤の確立に向けてて


